
地球温暖化抑止のための長良川流域における CO2収支量に着目した森林管理計画の評価 
 

岐阜大学大学院 ○杉本 達哉 岐阜大学 正会員 髙木 朗義・倉内 文孝 

 

１．はじめに 

我が国では 1997 年の京都議定書において 6.0％の

CO2削減目標が掲げられて以降，政府や企業によって

様々な取り組みがされている．2001年のマラケシュ合

意では，削減目標のうち，上限 3.9%を森林吸収源によ

る削減として扱うことが認められた．しかし，現状の

森林管理ではその上限まで達しておらず，より多くの

CO2吸収量を確保する必要がある．また，森林管理に

よって，施業手段，木材物流，社会構造などが変化す

るため，吸収のみでなく，排出も含めた収支について

考える必要がある． 

本研究では，CO2収支量に着目した森林管理方法の

提案を最終目的として，樹木成長や産業連関を空間的

に把握できる森林管理評価モデルを構築する．また，

モデルを用いて森林管理計画の評価を行う． 

 

２．森林管理評価モデルの構築 

(1) 間伐モデル 

長良川流域における森林全体の成長を把握するた

めに間伐モデルを用いる．この間伐モデルには京都府

立大学の田中和博教授が開発した「シルブの森 1)」を

ベースに，岐阜県森林研究所が岐阜県のスギ人工林（一

般地域）に合うよう調整したシステム収穫表「シルブ

の森岐阜県スギ版」を採用する．間伐モデルは，実際

の林況に基づいて林分の成長を予測することが可能で

あり，システム上で間伐の時期や本数を入力すると将

来の林分の直径階分布や蓄積量が予測できる．間伐モ

デルで計算された蓄積量にCO2吸収量の原単位を乗じ

ることで，その時点の森林全体における CO2固定量が

算出できる．算出式は以下のようになる． 
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ここで，α：CO2固定量の原単位， inV ：CO2固定量，

Q：材積，A：森林面積，D：丸太直径，k：林齢． 

(2) 地域間応用一般均衡（SCGE）モデル 

長良川流域による生産活動におけるCO2排出量を算

出するために SCGEモデルを用いる 2）．SCGEモデル

とは地域間産業連関表を利用して，各地域の家計や産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 長良川流域と本研究の地域区分 

表１ 評価対象産業部門（35部門） 
1 農業 13 製材・合板・チップ 25 電力
2 育林 14 その他の木製品 26 都市ガス・熱供給業
3 スギ 15 家具・装備品 27 水道
4 マツ 16 パルプ 28 廃棄物処理

5 ヒノキ 17 紙 29 商業　　　　　　　　

6 それ以外の素材 18 その他の製造工業製品 30 金融・保険・不動産
7 特用林産物 19 化学製品 31 運輸
8 海面漁業 20 石油・石炭・窯業・土石製品 32 サービス
9 内水面漁業 21 金属 33 公務
10 鉱業 22 機械 34 旅館・その他の宿泊所

11 食料品 23 住宅 35 その他

12 繊維製品 24 土木・建築  
 

業の経済活動や市場機構および地域間交易を数理モデ

ルによって表現業したものである．これにより，森林

管理による他産への影響を明確な地域間交易効果を考

慮して地域ごとに把握することができる．本研究では

図１に示すような長良川流域内の 6地域と流域外とい

う計7地域に区分した地域間産業連関表を2000年の岐

阜県産業連関表から作成した．このとき，森林管理の

影響を分析するために林業関連部門を細分化するとと

もに，林業との関連性の強さで部門を抽出，統合して，

表１に示す 35部門に整理した．このモデルで算出され

た各産業の生産額と産業部門ごとのCO2排出量原単位

を乗じて長良川流域における経済活動によるCO2総排

出量を計算する．算出式は以下のようになる． 

�=
i iout YV α   (2) 

ここで， outV ：CO2排出量，α：CO2排出量原単位，i：
産業，Y ：生産額． 

（市町村名は合併前の旧市町村名で示す）

関地域
関市，上之保村，
武儀町，富加町，
美濃加茂市

岐阜地域
岐阜市，高富町，
伊自良村

羽島地域
羽島市，柳津町，
岐南町，笠松町，
各務原市，

郡上地域
高鷲村，白鳥町，
明宝村，大和町，
八幡町，美並村

美濃地域
美濃市，板取村，
洞戸村，美山町，
武芸川町

本巣地域
本巣町，糸貫町，
真正町，北方町，
巣南町，穂積町

流域外
長良川流域
以外の岐阜県
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(3) モデルの統合 

前節までに示した二つのモデルを統合して森林管

理評価モデルを構築する．式(1)に示される間伐モデル

で算出された木材による蓄積供給量と式(2)に示され

る SCGEモデルで算出された蓄積供給量を一致させる

ことでモデルの統合をさせる．算出式は以下に示す． 
qp

n MMM +=   (3) 

nnn PYM =   (4) 

ここで， nM ：間伐モデルでの n期における蓄積供給

量， nM ：SCGEモデルでの n期における蓄積供給量，
pM ：皆伐における蓄積量， qM ：間伐における蓄積量，

nY ：n期における生産額， nP ：n期における価格． 

 

３．岐阜県森林管理計画の評価 

(1) 前提条件 

本研究では森林管理を長良川流域のスギとヒノキ

の二つの樹種に対して実施する．森林管理は間伐，皆

伐，植栽を対象とする．間伐対象林齢は「新緊急間伐

促進五ヵ年計画 3）」に記されている 3齢級から 9齢級

を対象とする．間伐率については共に 30%とする．皆

伐は 60林齢のものに対して実施する．また，植栽に対

しては皆伐した全ての箇所に対して実施する． 

(2) 試算結果 

岐阜県で平成 12 年から実施されている「緊急間伐

促進五ヵ年計画」をwith，無間伐の森林管理をwithout

として試算を行った．図２に示すように計画が実施さ

れることで CO2吸収量が増加している．また，年度が

経過するにつれて CO2吸収量の差が広がっている．こ

れによって，間伐による CO2吸収への効果が遅れて現

れることが分かる．以上のことから CO2吸収の観点か

ら岐阜県の森林管理計画が有効であることがいえる． 

 

４．間伐材利用によるCO2排出抑制策の評価 

CO2排出抑制策として間伐利用の増加を想定し評価

を行った．具体的には間伐により排出される間伐材の

約 10％を利用することとした．また，利用される間伐

材は全て建設用木材（看板，防護柵等）に使用すると

仮定し試算を行った．施策による CO2排出量変化を図

３に示す．間伐材を利用した場合 CO2排出が 1％前後

抑制されていることが分かる．これは間伐材が利用さ

れることでその他の財の利用が控えられることで CO2 

排出が抑制されていると考えられる． 
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図２ 長良川流域における CO2収支量変化 
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図３ 間伐材利用による CO2収支量変化 

 

５．おわりに 

これまでの成果として，森林管理の評価モデルの構

築を行うことでCO2収支量に着目した森林管理の検討

を可能とした．また，評価モデルを用いて岐阜県で実

施されている森林管理計画の評価を行った．さらに，

間伐材の利用によるCO2排出抑制策の有効性を示した．

今後の課題としては，搬出の方法，木材の利用用途な

どを考慮した施策を評価可能とするモデル改良が挙げ

られる． 
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